
提

出

者

島

�

平
成
十
三
年
十
二
月
五
日
提
出

質

問

第

三

二

号

内
閣
法
制
局
の
審
査
権
限
等
に
関
す
る
質
問
主
意
書
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内
閣
法
制
局
の
審
査
権
限
等
に
関
す
る
質
問
主
意
書

内
閣
法
制
局
は
、
内
閣
法
制
局
設
置
法
第
三
条
に
よ
り
、
そ
の
所
掌
事
務
と
し
て
、
「
法
律
問
題
に
関
し
内
閣
並
び
に
内
閣

総
理
大
臣
及
び
各
省
大
臣
に
対
し
意
見
」
（
第
三
号
）
の
具
申
が
で
き
、
そ
の
権
限
に
基
づ
き
、
憲
法
上
の
問
題
が
指
摘
さ
れ

て
き
た
問
題
に
関
し
て
も
、
解
釈
の
統
一
を
図
っ
て
い
る
と
承
知
し
て
い
る
。
特
に
、
政
府
提
出
に
係
る
法
律
の
憲
法
解
釈
に

つ
い
て
は
、
同
じ
く
、
国
会
提
出
を
承
認
す
る
た
め
の
閣
議
決
定
に
先
立
ち
、
事
前
審
査
（
同
条
第
一
号
）
を
し
て
い
る
こ
と

か
ら
、
国
会
に
お
い
て
も
、
内
閣
法
制
局
長
官
を
始
め
と
し
た
内
閣
法
制
局
職
員
が
、
当
該
法
律
案
の
憲
法
解
釈
に
か
か
わ
る

答
弁
を
な
し
て
き
た
。

例
え
ば
、
憲
法
第
九
条
第
一
項
で
禁
止
す
る
「
武
力
の
行
使
」
と
国
連
文
書
に
あ
る
「
任
務
の
遂
行
を
実
力
を
も
っ
て
妨
げ

る
企
て
に
対
抗
す
る
た
め
の
武
器
使
用
」
（
い
わ
ゆ
る
Ｂ
タ
イ
プ
の
武
器
使
用
）
と
の
関
係
に
つ
い
て
、
内
閣
法
制
局
は
、

「
…
状
況
に
よ
っ
て
は
憲
法
の
禁
ず
る
武
力
の
行
使
に
該
当
す
る
こ
と
も
多
い
…
」
（
平
成
十
年
五
月
二
十
八
日

参
議
院
外

交
防
衛
委
員
会

秋
山
内
閣
法
制
局
第
一
部
長
）
と
答
弁
し
、
内
閣
と
し
て
、
こ
の
基
準
を
採
用
す
る
こ
と
に
慎
重
な
態
度
を

と
っ
て
い
る
も
の
と
思
料
さ
れ
る
。

と
こ
ろ
で
、
衆
参
両
院
議
員
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
院
へ
の
議
案
提
出
権
が
認
め
ら
れ
て
い
る
（
憲
法
第
四
十
一
条
、
国
会
法
第

一



五
十
六
条
、
衆
議
院
規
則
第
二
十
八
条
第
一
項
、
及
び
参
議
院
規
則
第
二
十
四
条
第
一
項
）
。
こ
の
権
限
に
基
づ
き
、
個
々
の

国
会
議
員
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
提
出
要
件
を
満
た
せ
ば
、
通
常
は
そ
の
属
す
る
院
の
法
制
局
審
査
を
経
た
上
で
、
い
わ
ゆ
る
議
員

立
法
を
提
出
で
き
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。
そ
の
審
査
の
過
程
に
お
い
て
は
、
国
会
で
な
さ
れ
た
議
論
を
参
考
と
し
、
独
自
の

憲
法
解
釈
に
基
づ
き
、
議
案
を
提
出
し
、
両
院
に
お
い
て
、
多
数
の
賛
同
が
得
ら
れ
れ
ば
、
可
決
の
上
、
内
閣
へ
の
送
付
、
憲

法
第
七
条
第
一
号
に
よ
る
法
律
の
公
布
に
到
っ
て
、
自
ら
の
立
法
機
関
と
し
て
の
職
責
を
果
た
す
こ
と
に
な
る
と
承
知
し
て
い

る
。国

会
で
、
内
閣
法
制
局
の
憲
法
解
釈
と
は
異
な
る
立
法
措
置
が
な
さ
れ
た
場
合
の
内
閣
法
制
局
の
権
限
の
あ
り
方
に
つ
い

て
、
以
下
質
問
す
る
。

一

内
閣
法
制
局
の
従
前
の
憲
法
解
釈
に
敬
意
を
表
し
つ
つ
も
、
法
律
の
最
終
的
な
違
憲
性
審
査
に
関
す
る
権
限
は
、
具
体
的

訴
訟
を
前
提
と
し
た
最
高
裁
判
所
に
属
す
る
も
の
と
し
て
、
両
院
の
独
自
の
憲
法
解
釈
に
基
づ
く
立
法
措
置
が
な
さ
れ
た
場

合
、
一
方
で
、
「
法
律
を
誠
実
に
執
行
」
（
憲
法
第
七
十
三
条
第
一
号
）
す
る
義
務
を
負
う
内
閣
の
付
属
機
関
た
る
内
閣
法

制
局
は
、
自
ら
が
違
憲
の
疑
い
を
指
摘
し
て
き
た
規
定
を
ど
う
解
釈
す
る
の
か
。

二

内
閣
法
制
局
設
置
法
第
三
条
は
、
法
律
の
規
定
を
実
施
す
る
た
め
に
、
関
係
省
庁
が
策
定
し
内
閣
が
制
定
す
る
「
政
令
」

二



の
事
前
審
査
を
行
う
権
限
を
定
め
て
い
る
。
内
閣
法
制
局
の
解
釈
を
知
り
つ
つ
も
、
関
係
省
庁
が
内
閣
法
制
局
に
対
し
て
、

成
立
し
た
議
員
立
法
の
規
定
を
実
施
す
る
た
め
の
政
令
案
の
審
査
を
持
ち
込
ん
だ
場
合
、
内
閣
法
制
局
は
、
過
去
の
自
ら
の

解
釈
に
基
づ
く
審
査
を
す
る
の
か
、
そ
れ
と
も
、
成
立
し
た
法
律
の
趣
旨
に
基
づ
く
新
た
な
基
準
に
基
づ
い
て
政
令
審
査
を

行
う
こ
と
に
な
る
の
か
。

三

前
述
の
い
わ
ゆ
る
Ｂ
タ
イ
プ
の
「
任
務
遂
行
」
の
た
め
の
武
器
使
用
基
準
を
定
め
る
規
定
が
制
定
さ
れ
れ
ば
、
関
係
省
庁

が
そ
の
法
律
を
執
行
す
る
た
め
の
政
令
を
発
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
も
、
新
た
な
審
査
基
準
が
採
用
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
の

か
。
ま
た
、
国
会
で
、
こ
の
法
律
の
合
憲
性
が
質
問
さ
れ
れ
ば
、
内
閣
法
制
局
は
、
ど
の
よ
う
な
解
釈
に
基
づ
い
て
答
弁
す

る
こ
と
に
な
る
の
か
。

右
質
問
す
る
。

三


